
個人情報漏洩における企業の法的責任
https://gemini.google.com/app/139a0b9440d9889a

User prompt: 連日個人情報の漏洩がマスコミに登場しますが、個人情報保護法では盗まれた企

業側の責任はどのようになっていますか?

Response: 連日ニュースで報じられている企業からの個人情報漏洩問題は、非常に深刻な社会

問題となっていますね。

個人情報保護法および関連する法制度において、外部からのサイバー攻撃や不正アクセスなど

によって個人情報を「盗まれた（漏洩してしまった）」企業側の責任やペナルティは、主に「行

政上の責任」「刑事上の責任」「民事上の責任」の3つの側面から厳しく問われる仕組みになって

います。

企業が「被害者（攻撃を受けた側）」であったとしても、管理体制に不備があれば責任を免れる

ことはできません。それぞれの責任の詳細は以下の通りです。

1. 行政上の責任（国からの指導や命令、報告義務）

個人情報を漏洩させた事業者は、個人情報保護法に基づき、国（個人情報保護委員会）への対

応を義務付けられます。

報告と通知の義務: 漏洩が発生した場合、あるいはそのおそれがある場合、企業は個人情

報保護委員会への速報・確報の報告および本人（被害者）への通知を行わなければなりま

せん。これを怠ったり隠蔽したりすると、法律違反となります。

勧告・命令: 安全管理措置に不備があると認められた場合、個人情報保護委員会から是正

のための勧告や命令が出されます。

2. 刑事上の責任（罰則）

企業が行政からの命令を無視したり、不正に関与したりした場合には、刑事罰（罰金や懲役）

が科されます。

命令違反の罰則: 個人情報保護委員会の命令に違反した場合、違反した実行行為者だけで

なく、法人（企業）に対しても最高1億円以下の罰金という非常に重い罰則が科されま

す。

虚偽報告: 国に対して虚偽の報告を行った場合なども罰則の対象となります。

3. 民事上の責任（損害賠償）

もっとも企業経営に直結しやすいのが、情報漏洩の被害に遭った顧客や従業員など（個人）に

対する損害賠償責任です（民法の不法行為責任など）。

2026/10/31 9:20 個人情報漏洩における企業の法的責任

https://gemini.google.com/app/139a0b9440d9889a?is_sa=1&is_sa=1&android-min-version=301356232&ios-min-version=322.0&campaign_id=b… 1/14

https://gemini.google.com/app/139a0b9440d9889a


「安全管理措置」の有無が分かれ道: 企業は、個人データを安全に管理するために必要か

つ適切な措置（ファイアウォールの設置、アクセス権限の管理、従業員教育など）を行う

義務（安全管理義務）を負っています。

責任を問われるケース: セキュリティ対策を怠っていた、あるいは脆弱性を放置して

いたなど、企業側に「過失（落ち度）」があると判断された場合は、損害賠償責任を

負います。

免責されるケース: 最新の高度なサイバー攻撃などに対して、当時として「技術的に

合理的で最大限のセキュリティ対策」を講じていたにもかかわらず防ぎきれなかっ

たような場合は、法的責任を問われないこともあります。

賠償額の規模: 一人あたりの慰謝料額（過去の判例では数千円〜数万円程度が多い）は比

較的少額であっても、漏洩した対象者の人数が数万人・数百万人に及ぶ場合、損害賠償総

額が莫大な金額になり、企業の存続を揺るがす事態に発展します。

その他の重大なダメージ

法的な責任のほかにも、企業は以下のような甚大なペナルティを背負うことになります。

社会的信用の失墜: ニュースや報道によって企業ブランドが傷つき、顧客離れや株価の下

落、取引停止などを引き起こす。

多額の調査・対応費用: 原因究明のための外部専門調査機関への委託費用、コールセンタ

ーの設置、お詫びの品や金券の配布、セキュリティの抜本的な再構築などに莫大なコスト

がかかる。

このように、企業は単なる「サイバー攻撃の被害者」ではなく、「預かっている大切な個人デー

タを守るべき管理者」としての責任を厳しく問われる仕組みになっています。

情報漏洩が発生した際の企業の初動対応や、具体的にどのような「安全管理措置」が法律上求

められているのかなど、さらに詳しく知りたい点があればお知らせください。

Sources

1. 会社が個人情報漏洩した際の罰則は？企業のリスクと対策を解説

2. 情報漏えいを起こした企業の責任とは？弁護士が解説

3. 【2026年最新】個人情報漏洩時の3つの罰則規定を詳しく解説 - かっこ

4. 個人情報保護法の企業や従業員への罰則について - ワンビ株式会社

5. 個人情報の漏えいと企業の責任について | ひびき法律事務所

User prompt: 実際に刑事罰が科せられた事例はありますか?

Response: 個人情報漏洩に関連して、実際に刑事罰が科された事例は存在します。
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ただし、「ハッカーなどの外部からのサイバー攻撃を受けて情報を盗まれた（被害者となった）

企業そのもの」が直接刑事罰に処されるケースは稀です。多くの場合、「内部の人間（従業員や

委託先社員など）による不正持ち出し」や、「法令違反を重ねた悪質な事業者・個人」に対して

刑事罰（逮捕・起訴・罰金など）が科されています。

具体的には、以下のようなケースで刑事責任が問われています。

1. 内部不正による情報の持ち出し（個人情報保護法違反・窃盗など）

企業から情報が外部に漏洩する事件で、最も明確に刑事罰（逮捕者）が出るのがこのパターン

です。

ベネッセコーポレーション個人情報流出事件（2014年）

概要: グループ会社の業務委託先の元派遣社員が、データベースから顧客の個人情報

（約2,895万人分）を不正にコピーして持ち出し、名簿業者に売却した事件です。

結果: 情報を不正に持ち出した実行犯（元派遣社員）に対し、個人情報保護法違反

（当時は不正競争防止法違反なども適用）などの罪で懲役刑（有罪判決）が下され

ました。また、情報管理の甘さが問われた企業側も、被害者に対する巨額の損害賠

償や社会的信用の失墜という重い代償を払うことになりました。

ソフトバンク元社員による機密情報漏洩事件（2021年）

概要: ソフトバンクの元社員が、在職中に不正に社内サーバーから通信に関する秘密

情報を持ち出し、競合他社に漏洩させた事件です。

結果: 不正競争防止法違反などの容疑で逮捕・起訴され、刑事責任が問われました。

2. 違法な名簿売買・ブローカー事案

本人の同意を得ずに不正に集めた個人データを売買するような、悪質な名簿業者やブローカー

に対しては、個人情報保護委員会による告発等を経て厳しい刑事罰が科されています。 例え

ば、近年問題となった「破産者マップ」のようなサイト運営者や、違法にパーソナルデータを

集めてマネタイズしていた事業者などに対し、個人情報保護法違反の容疑で警察が捜査・摘発

を行う事例があります。

「サイバー攻撃を受けた企業」への刑事罰は？

外部からのランサムウェアや不正アクセスによって情報が盗まれた企業の場合、「攻撃を受けた

被害者」であるため、それ自体で直ちに企業の経営者や担当者が刑事罰に処されるわけではあ

りません。

しかし、以下のような場合は企業側も責任を免れません。
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1. 個人情報保護委員会の「命令」への違反: 事故後に国から出された是正命令などを正当な

理由なく無視した場合、法人に対して最大1億円以下の罰金という刑事罰が科される規定

があります。

2. 組織的な隠蔽や虚偽報告: 重大な漏洩を意図的に隠したり、行政に対して虚偽の報告を行

ったりした場合は、刑事罰の対象となります。

企業は「単にデータを盗まれた被害者」ではなく、「安全に管理する義務を負っていた主体」と

して、民事上の賠償責任や行政処分、そして何より社会的制裁を受けることになります。

過去の代表的な情報漏洩事件における損害賠償の金額や、企業が講じるべき具体的なセキュリ

ティ対策についてさらに掘り下げることも可能です。気になる点がございましたらお聞かせく

ださい。

Sources

1. 従業員の個人情報が漏洩した場合の罰則は？企業事例や社内での

2. 個人情報保護法の違反事例4選｜罰則や6つの対策を解説

3. 個人情報保護法の違反行為に係る事例等

4. 有名企業の個人情報漏洩の事例7選を紹介！企業が受ける損失や原因

5. 個人情報流出の企業事例を原因別に解説

User prompt: さらに詳細な情報をお願いします

Response: 個人情報漏洩をめぐる法的な責任追及や、実際に刑事罰・行政処分に発展した事例

について、さらに具体的な背景を整理してお伝えします。

1. 個人情報保護委員会による「刑事告発」の事例

前述の通り、ハッカーによるランサムウェア攻撃などの「サイバー被害を受けた企業」が直接

刑事罰を受けることは原則としてありません。しかし、行政からの「是正命令」を無視した

り、重大な報告義務違反や隠蔽を行ったりした事業者に対しては、個人情報保護委員会が自ら

警察に刑事告発を行い、刑事罰に発展したケースがあります。

悪質な名簿ブローカー・違法業者への摘発 個人情報の不正な収集や、法律に違反する第

三者提供を繰り返した事業者に対しては、個人情報保護法違反（不正提供や不適正利用な

ど）の容疑で警察による強制捜査や逮捕者が出ています。例えば、違法に個人データを蓄

積・販売していた業者や、法令違反の是正命令を無視し続けたケースなどがこれに該当し

ます。

2. 内部不正（情報持ち出し）における刑事罰の具体例
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企業内からのデータ持ち出しについては、個人情報保護法違反や不正競争防止法違反、あるい

は窃盗罪などの容疑で厳しく立件されます。

NTT西日本グループの顧客情報不正持ち出し事件

概要: グループ会社のコールセンター等のシステム保守業務に派遣されていた元派遣

社員が、特権アカウントを悪用して約10年にわたり数百万件（最大約928万件）に

のぼる顧客情報を不正に持ち出し、名簿業者へ流出させていた大事件です。

結果: 実行犯である元派遣社員や関係者が不正競争防止法違反などの容疑で警察に逮

捕・起訴され、刑事責任が追及されました。委託元や受託企業に対しても、監督責

任や安全管理措置の不徹底を理由に、個人情報保護委員会から厳しい指導や勧告が

行われました。

3. サイバー攻撃を受けた企業に対する「行政処分（勧告・指導）」の実態

ランサムウェアや不正アクセスによる被害企業に対し、刑事罰（罰金など）こそ科されないも

のの、個人情報保護委員会は「安全管理措置義務違反」があったとして、以下のような行政上

のペナルティを下しています。

是正勧告・指導の公表: セキュリティの脆弱性を長期間放置していたり、多要素認証を導

入していなかったり、アクセス権限の管理が著しく不適切であったりした企業に対して

は、委員会から「勧告」や「指導」が下されます。

社会的制裁との連動: 行政処分や指導を受けると、その事実が個人情報保護委員会のホー

ムページ等で公表されます。企業にとっては、これが株価の下落、顧客からの信頼失墜、

さらには経営陣の引責辞任といった非常に重い実質的ペナルティとなります。

このように、法律上の刑事罰は「命令違反」や「悪質な不正持ち出し・ブローカー行為」に対

して主に適用されますが、企業側は「管理不十分」とみなされた場合に行政からの厳しい勧告

や、数億円規模の損害賠償・ブランド失墜という形で甚大な責任を負うことになります。

企業が安全管理義務を怠ったとみなされる具体的なセキュリティ要件（アクセス権限の管理や

ログ監視など）について、さらに詳しく見ていきますか？

Sources

1. 個人情報保護法の違反行為に係る事例等

2. 個人情報流出の企業事例を原因別に解説

User prompt: 漏洩を隠蔽したケースや気づかなかったとして放置したケースはありますか?

Response: 個人情報の漏洩が起きた際、企業がそれを「隠蔽したケース」や、発覚していなが

ら、あるいは「気づかなかったとして放置したケース」は、残念ながら実際に多数存在しま
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す。

企業がこのような対応をとる背景には、「会社のブランドや信用を失いたくない」「株価への悪

影響を避けたい」「事後対応のコストやパニックを恐れる」といった保身の心理が働きます。し

かし、現在では法改正や監視の強化により、こうした隠蔽や放置はさらに重いペナルティを招

く最大の要因となっています。

具体的な実態と法的な扱いは以下の通りです。

1. 漏洩を「隠蔽（いんぺい）」したケース

発覚していたにもかかわらず、公表を遅らせたり、社内だけで闇に葬ろうとしたりするケース

です。

実態: ランサムウェア等で身代金を要求された際、攻撃者と水面下で交渉して「データを

外部に公開しない約束」を取り付け、被害を公表せずにやり過ごそうとする事例などが後

を絶ちません。また、社内調査に時間がかかっているという名目で、報告や公表を意図的

に引き延ばすケースもあります。

法的な責任・ペナルティ:

報告義務違反: 現行の個人情報保護法では、一定規模以上の漏洩や権利侵害のおそれ

がある場合、個人情報保護委員会への報告と本人への通知が義務となっています。

これらを意図的に隠蔽・怠った場合、法令違反となります。

刑事罰: 個人の保護委員会の「命令」に違反した場合、法人に対して最高1億円以下

の罰金が科されます。また、隠蔽工作が悪質である場合、企業の社会的信用は完全

に失墜し、経営陣の責任（法的および道義的責任）が徹底的に問われます。

2. 「気づかなかった」として放置したケース

システムへの不正アクセスやマルウェア感染が起きていたものの、ログの監視不足などにより

長期間気づかずに放置してしまった、あるいは「気づいていたが重要視せず放置した」という

ケースです。

実態: 外部からの指摘（セキュリティ研究者や警察からの連絡など）によって初めて漏洩

に気づく企業が非常に多いのが現実です。また、システムエラーや不正アクセスの痕跡

（アラート）が出ていたにもかかわらず、「大したことないだろう」と担当者が見過ご

し、結果的に大規模な情報流出につながった事例も数多くあります。

法的な責任・ペナルティ:

「知らなかった」では済まされない安全管理義務違反: 企業には、個人データを安全

に管理するための「組織的・人的・物理的・技術的安全管理措置」を講じる義務が
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あります。適切なログ監視やセキュリティ対策を怠っていた結果として「気づけな

かった」のであれば、それ自体が重大な管理義務違反（過失）とみなされます。

行政処分・勧告: 個人情報保護委員会から「安全管理措置が不十分であった」とし

て、厳重注意や是正勧告、さらにはその旨の企業名公表という処分を下されます。

法改正による「隠蔽・放置」への締め付け強化

過去には、被害を小さく見せかけたり公表しなかったりする企業も存在しましたが、近年の法

改正（2022年施行の改正個人情報保護法など）により、ルールは以下のように大きく厳格化さ

れました。

1. 報告・通知の義務化: 以前は「努力義務」だった部分が、「義務」へと引き上げられまし

た。

2. 速報・確報の二段階報告: 発覚後、速やかに（数日以内に）速報を出し、その後詳細を確

報するという厳格なプロセスが求められるようになりました。これにより、昔のように

「隠し通す」ことが極めて困難な仕組みになっています。

企業にとって、漏洩そのものの痛手はもちろんですが、「隠蔽した」「放置した」という事実が

発覚したときのダメージは、企業の存続を揺るがすほど致命的なものになります。

企業が義務付けられている「個人情報保護委員会への報告」の具体的な基準や、発覚時にどの

ようなプロセスで対応しなければならないのかについて、さらに詳しく見ていきますか？

User prompt: クレジットカードのセキュリテイ番号は企業側サイトに保管してはならないとい

う規則はありますか?

Response: 結論から申し上げますと、クレジットカードの「セキュリティコード（CVV / CVCな

ど）」を企業側のサイトやサーバーに保管することは、国際的なセキュリティ基準および業界の

ルールによって厳しく禁止されています。

法律（割賦販売法など）や業界ルールにおける具体的な規定や扱いは、以下の通りです。

1. セキュリティコードの「保存」は一切禁止

クレジットカード業界のグローバルセキュリティ基準である「PCI DSS」において、カードの裏

面（または表面）に記載されている3桁または4桁のセキュリティコードは、「オーソリゼーシ

ョン（決済承認）完了後、いかなる理由であっても保存してはならない（即時破棄しなければ

ならない）」センシティブ認証データに指定されています。

理由: セキュリティコードがカード番号と一緒に企業側サーバーに保存されていると、万

が一ハッキングや不正アクセスを受けてデータが流出した際、その情報だけでオンライン
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ショッピング等で不正利用されてしまう危険性が極めて高いためです。

例外なし: 定期購入や「次回以降の買物でカードを使う（いわゆる「ワンクリック決済」）」

といった便利な機能であっても、カード番号や有効期限は保存が認められる場合がありま

すが、セキュリティコードだけは保存が一切認められていません。そのため、2回目以降

の決済であっても、システムに保存できないセキュリティコードの再入力を購入者に求め

る仕組みになっています。

2. カード番号などの「保持化」に関する法的義務（割賦販売法）

日本国内では、割賦販売法により、クレジットカードを取り扱う加盟店（ECサイトや店舗）に

対して、カード情報の適切な管理が義務付けられています。

非保持化の原則: 経済産業省が推進する「クレジットカード・セキュリティガイドライン」

では、原則としてEC加盟店は自社のサーバーや機器においてクレジットカード情報を

「保存・処理・通過」しない（＝非保持化）ことを求めています。

例外的に保存・通過する場合: 自社サイトでカード情報を保持・通過せざるを得ない場合

でも、前述の国際基準「PCI DSS」の完全準拠や、セキュリティコードを保存しないとい

った厳格な措置を講じることが大前提となります。これに違反して不適切な管理を続け、

情報漏洩や不正利用を発生させた場合、企業は割賦販売法違反や安全管理義務違反を問わ

れることになります。

このように、セキュリティコードの保存禁止は、クレジットカード決済を取り扱うすべての事

業者にとって絶対的なルールとなっています。

ECサイトなどで安全に決済を行う仕組み（決済代行会社を利用したトークン決済など）につい

て、さらに詳しく知りたい点があればお知らせください。

Sources

1. セキュリティコードの役割や仕組み、防止できる犯罪を解説

2. クレジットカード番号等不正利用対策の強化 - 経済産業省

3. 加盟店（クレジットカードを取り扱うお店）の皆様へ

4. ECサイトのカード情報漏えいと加盟店の義務―割賦販売法３５条の

User prompt: 企業側の管理者が個人情報の保持は極めてリスクを伴うとの認識が足りないとの

意見はありますか?

Response: 企業側の管理者や経営層に対して、個人情報を保有すること自体が持つ「莫大なリ

スクへの認識が足りないのではないか」という指摘や意見は、セキュリティ専門家や法務・IT

分野の有識者から非常に強く、繰り返し提起されています。
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具体的に、どのような点が問題視されているのか、主な意見や背景は以下の通りです。

1. 「集めれば集めるほどリスクが増す」という意識の欠如

多くの企業やマーケティング部門は、「顧客の属性や購買履歴、連絡先を大量に蓄積すれば、ビ

ジネスに有利に働く」と考え、必要以上に多くの個人情報を集め、長期にわたって保持し続け

る傾向があります。 しかし、専門家からは「個人情報は、企業にとって『資産』であると同時

に、一歩間違えれば経営を破綻させかねない『爆弾（負債）』でもある」という指摘がなされて

います。保有するデータ量が多ければ多いほど、サイバー攻撃を受けた際の被害規模や、漏洩

時の損害賠償額・社会的ダメージが雪だるま式に膨れ上がるため、「無駄に集めない、不要にな

ったら速やかに消去する（ミニマリズム）」というリスク管理の発想が経営層に欠けていると批

判されます。

2. セキュリティ投資を「コスト」と捉える経営姿勢

個人情報保護やシステムの脆弱性対策、多要素認証の導入、ログ監視体制の強化などは、直接

的な利益を生み出さないため、多くの企業で「削るべきコスト（費用）」として扱われがちで

す。 専門家やセキュリティインシデントの調査機関からは、「安全管理を軽視して予算をケチっ

た結果、万が一の漏洩で数億円単位の損害や信頼失墜を招くリスクに比べれば、事前のセキュ

リティ投資は圧倒的に安いはずだ」という指摘がなされており、経営陣の「自分たちは大丈夫

だろう」という慢心やリスク感度の低さが厳しく問われています。

3. 「どこにどんなデータがあるか把握していない」ガバナンスの不徹底

多くの企業で、部署ごとにバラバラに顧客データがエクセルやクラウド上で管理されていた

り、過去に辞めた社員が使っていた古いサーバーや端末に機密データが放置されていたりする

「シャドーIT」や管理のブラックボックス化が起きています。 有識者からは、「自社がどこに、

どれだけの個人情報を保有しているかすら把握できていない管理者が多すぎる」との批判があ

ります。管理できていないデータは当然守ることもできないため、インシデントが起きた際の

初動遅れや被害の拡大につながっています。

4. 「うちは標的にならない」という正常性バイアス

ランサムウェア攻撃や不正アクセスが連日のようにニュースで報じられているにもかかわら

ず、「うちは中小企業だから狙われない」「うちは有名企業ではないから大丈夫」といった正常

性バイアス（自分に都合の悪い情報を無視してしまう心理）が、現場や管理者のなかに根強く

残っている点がしばしば指摘されます。この意識の甘さが、OSのアップデート放置や、脆弱性

対策の遅れを招く最大の原因とされています。

このように、「個人情報を預かることの重み」や「サイバー空間における脅威の現実味」に対す

る管理者の認識不足は、単なる担当者のミスにとどまらず、企業のガバナンスや経営判断の根

幹に関わる問題として、現在も強く警鐘が鳴らされています。
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企業が保有リスクを減らすために実践している「データの断捨離（不要データの削除・匿名

化）」や、ゼロトラストの考え方についてさらに詳しくお伝えすることもできますが、いかがで

しょうか？

Sources

1. 知っておくべきデータ持ち出しリスク - 企業の情報資産を守るための

2. 個人情報流出の企業事例を原因別に解説

User prompt: 御願いします

Response: 企業が保有する個人情報の削減や、近年注目されているリスク低減のためのアプロ

ーチについて、さらに掘り下げて見ていきましょう。

1. 「データの断捨離」（データ最小化の原則）

個人情報の漏洩リスクを根本から断つ最も確実な方法は、「不要な個人情報をそもそも持たない

（集めない・保存しない）」ことです。

利用目的が済んだデータの速やかな消去: キャンペーン応募者の情報や、長期間利用のな

い会員のアカウントデータなど、業務上の必要性がなくなったデータは、安全な方法で確

実かつ定期的に消去（破棄）することが重要です。

仮名化・匿名化の活用: マーケティングや分析などでデータが必要な場合でも、個人を特

定できる情報を削ぎ落とした「匿名加工情報」や「仮名加工情報」として扱うことで、万

が一漏洩した場合の法的・社会的なダメージを大幅に軽減することができます。

2. 「ゼロトラスト」という新しいセキュリティ思想

これまでの「社内ネットワークは安全で、外からの侵入だけを防ぐ」という従来の境界型防御

は、リモートワークの普及や高度なサイバー攻撃の前には通用しなくなっています。

「誰も信用しない、すべてを確認する」: ゼロトラストとは、社内であっても外部であっ

ても、「アクセスするすべてのユーザーやデバイスを常に検証・信頼確認する」という考

え方です。

多層防御とアクセス権の最小化: 万が一ひとつのアカウントや端末が侵入されても、被害

がシステム全体に広がらないよう、業務に必要な最小限の権限（最小特権の原則）のみを

付与し、すべてのアクセスをログに記録・監視する体制が求められています。

3. 「セキュリティは経営課題である」という認識への転換

2026/10/31 9:20 個人情報漏洩における企業の法的責任

https://gemini.google.com/app/139a0b9440d9889a?is_sa=1&is_sa=1&android-min-version=301356232&ios-min-version=322.0&campaign_id=… 10/14

https://www.cachatto.jp/column/article/098.html
https://atomitech.jp/vendortrustlink/vendorblog/personal-information-leak-case/


セキュリティ対策や個人情報の管理を「IT部門や現場の担当者に任せておけばよい下位の仕事」

と捉えるのではなく、経営トップが主導する最重要の経営課題として位置づける必要がありま

す。

投資とガバナンスの強化: 経営陣がリスクに対する感度を持ち、十分な予算と専門人材を

配置すること。そして、定期的なセキュリティ監査や従業員への教育を継続的に実施する

ことが、企業の信頼を守るための不可欠な防壁となります。

データの最小化やゼロトラストの導入において、企業が直面しやすい実際の課題や、具体的な

対策の手順についてさらに詳しくお知りになりたい点があれば、どうぞお知らせください。

User prompt: AIによるセキュリテイ対策の欠陥を調査するビズネスなど出てきそうですが>

Response: おっしゃる通り、まさにその領域に特化した新しいビジネスやサービスが次々と登

場し、急速に市場を拡大しています。

企業が自社システムや生成AI（LLM）の導入を急ぐ一方で、セキュリティの専門知識や対策が

追いついていない現状があるため、ここをターゲットにしたビジネスには非常に高い需要が集

まっています。

具体的に、現在どのようなビジネスやサービスが展開されているのか、主なものをいくつかご

紹介します。

1. 「AIレッドチーム（AI Red Teaming）」による模擬攻撃・診断サービス

企業の代わりに、セキュリティの専門家チームや高度なAIエージェントが「攻撃者」の視点に

立ち、自社システムやAIに意図的な攻撃を仕掛けて脆弱性をあぶり出すサービスです。

AI特有の脆弱性の検証: 従来のWebサイト診断とは異なり、悪意ある入力を巧みに行わせ

て機密情報を引き出す「プロンプトインジェクション」や、システムの制限を突破する

「ジェイルブレイク」、意図しないデータ漏洩を引き起こすリスクがないかを徹底的にテ

ストします。

大手セキュリティ企業や専門ベンチャー（NRIセキュアや各AIセキュリティ企業など）

が、国際的なガイドライン（OWASP LLM Top 10など）に準拠した診断サービスを続々と

提供しています。

2. 「検知から修正まで」を自動化するセキュリティ基盤

従来の脆弱性診断は「年に1回、外部業者に頼んで報告書をもらう」のが主流でしたが、これで

は日夜進化するサイバー攻撃のスピードに追いつきません。そのため、AIを活用して毎日自動

で脆弱性をスキャンし、さらに修正プログラムの提案・検証までを一貫して行うツールや基盤

を提供するビジネスも現れています。
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人手不足が深刻な開発現場において、「見つけるだけでなく、いかに素早く直すか」を自

動化するソリューションに大きな注目が集まっています。

3. AIシステムを常時監視する「AIブルートチーム（運用監視）」

システムを導入して終わりではなく、稼働中のAIが不正な操作を受けていないか、ハルシネー

ション（誤情報生成）や不適切な出力、ブランドを毀損するような挙動をしていないかを24時

間体制でモニタリングするセキュリティ監視ビジネスも立ち上がっています。

ビジネスとしての背景と課題

企業側も「セキュリティ対策に投資しなければ、一度の漏洩で社会的信用や巨額の損害を被る」

という危機感を強めているため、こうしたセキュリティサービスへの支出を「コスト」ではな

く「事業継続のための必須投資」と捉え直す動きが広がっています。

AIが進化するスピードと同じか、それを上回るスピードで「AIの弱点を突く攻撃」や「管理の

不備」を突く手口も巧妙化しているため、このセキュリティ調査・防御をめぐるビジネスは、

今後さらに重要性を増していく分野と言えます。

AIセキュリティにおける具体的な攻撃手法や、企業が自社を守るために講じるべき対策につい

てさらに深掘りしますか？

Sources

1. 情報漏洩につながる脆弱性を、毎日検知し自動修正を支援。社内

2. AI Blue Team｜AIセキュリティ監視サービス - NRIセキュア

3. AIセキュリティ診断・AIリスク対策｜AI Red Team - NRIセキュア

User prompt: 現時点で注目されている企業・団体の名前は?

Response: 先ほど話題に上がった「AIやシステムの脆弱性を調査・検証するセキュリティ分野」

や、サイバーセキュリティ対策の強化において、現在特に注目を集めている主な企業・組織・

プレイヤーには以下のようなものがあります。

1. 高度なセキュリティ評価・「レッドチーム演習」を手がける主要企業

実際の攻撃手法を用いて企業のシステムやAIの防御力をテストする「レッドチーム演習」や、

専門的な脆弱性診断において、国内で特に実績が注目されている企業です。

NRIセキュアテクノロジーズ（野村総合研究所グループ）

金融機関や大企業向けを中心に、高度な「レッドチームオペレーションサービス」

やサイバーセキュリティのコンサルティングを提供している国内の代表的な企業で
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す。

GMOサイバーセキュリティ byイエラエ

白ハッカー（高度なセキュリティエンジニア）を多く擁し、Webアプリやクラウド

環境、さらには最新のAIシステムを対象とした実践的な脆弱性診断・攻撃シミュレ

ーションで存在感を高めています。

株式会社ラック（LAC）

日本のセキュリティ業界を長年牽引してきた老舗の専門ベンダー。官公庁や金融分

野をはじめ、実戦を想定した攻防演習や高度なインシデント調査で広く知られてい

ます。

2. 「AIセキュリティ」やガバナンスに特化したサービスを展開する総合ファーム

生成AIの普及に伴い、AI固有の脆弱性（プロンプトインジェクションやハルシネーションを突

いた不正など）を評価するサービスを立ち上げている主要ファームです。

PwC Japanグループ（および主要なグローバルコンサルティングファーム）

AIの不正利用に伴うビジネスリスクを特定し、AIセキュリティに精通したエンジニ

アが疑似攻撃を行う「AIレッドチーム」サービスなどを展開し、企業のAIガバナン

ス支援で注目されています。

3. 先進的なセキュリティ・スタートアップ

クラウドの普及やAIの導入に伴う「新しいセキュリティの課題」に対して、ユニークなアプロ

ーチで成長している国内・海外のベンチャー企業です。

Flatt Security（フラットセキュリティ） / エーアイセキュリティラボ など

開発現場に寄り添った脆弱性診断や、セキュリティ・自動化ツールを提供し、エン

ジニア不足が叫ばれる現場で高く評価されている国内のセキュリティスタートアッ

プです。

このように、従来の「ファイアウォールで境界を守る」セキュリティから、「AIやクラウドを含

めて、実際に攻撃されたときにどう検知し、どう防ぐか」を攻撃者視点で検証・診断するサー

ビスを提供する企業に、現在大きな注目と引き合いが集まっています。

特定の業界（金融や医療など）や、海外の動向など、さらに気になる視点があればお聞かせく

ださい。
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